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住宅・土地統計調査 調査票新旧対照表（案） 

 

【調査票甲・乙】 

Ⅰ あなたの世帯について 

   ２ 世帯全員の１年間の収入（税込み） 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「500～600 万円未満」及び「600～700万円未満」の区分を「500～700万未満」の区分に，「700～800万円未満」，「800～900万円未満」及び「900～1000

万円未満」の区分を「700～1000万円未満」の区分にそれぞれ統合する。 

（変更理由） 

記入者負担軽減及び調査事項に潜在する忌避感の緩和のため，区分を統合した。 



2 
 

Ⅱ 世帯の家計を主に支える人について 

３ 勤めか 自営かなどの別 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「常雇」の名称を「正規の職員・従業員」とし，「臨時雇」の区分を「労働者派遣事業所の派遣社員」及び「パート・アルバイト・その他」の区分に変

更する。 

（変更理由） 

   住戸等に居住する世帯の雇用形態をより詳細に把握するため，非正規雇用者の区分を細分化した。「臨時雇」の細分化に伴い，「常雇」についても対比

させる上で分かりやすい名称に変更した。 
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４ 通勤時間（片道） 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「１時間～１時間 15 分未満」及び「１時間 15分～１時間 30分未満」の区分を「１時間～１時間 30分未満」の区分に，「１時間 30分～１時間 45分未

満」及び「１時間 45 分～２時間未満」の区分を「１時間 30分～２時間未満」の区分にそれぞれ統合する。 

（変更理由） 

   記入者負担軽減のため，相対的に結果利用上の必要性が低いと考えられる区分を統合した。 
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５ 子の住んでいる場所 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

・「別世帯となっている子の住んでいる場所」を「子の住んでいる場所」に設問を変更する。 

 ・「別世帯の子はいない（子がいない場合も含めます）」を「子はいない」に，「別世帯の子がいる」を「子がいる」にそれぞれ変更する。 

・「一緒に住んでいる」及び「同じ建物又は同じ敷地内に住んでいる」の区分を「一緒に住んでいる（同じ建物又は敷地内に住んでいる場合も含めます）」

の区分に統合する。 

（変更理由） 

・本調査事項は子が近くに住んでいるか否かを明らかにするためのものであるから，当該事項をより正確に把握するため，より世帯が理解しやすい設問

に変更した。 

・設問の変更に伴い，区分を変更した。 

・世帯にとって判断に迷う選択肢であり，両区分を厳密に分ける結果利用上の必要性が低いため，区分を統合した。 
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６ 東日本大震災による転居 

 （ア）東日本大震災により転居しましたか，（イ）転居の理由は何ですか 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

【新規】 

（新規理由） 

  今後，同規模の大規模災害が発生した際の基礎資料，東日本大震災の復興状況の把握及び復興計画推進の基礎資料としての活用を想定し，震災の影響

により転居した世帯を捉えるため，設問を新規に追加した。 
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７ 現住居への入居時期 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

・「この住居」を「現住居」に設問を変更する。 

 ・「平成 20年」，「19年」，「18 年」，「17年」，「16年」及び「13～15年」の区分を，「平成 25年」，「24年」，「23年」，「22年」，「21年」及び「18～20年」

に変更する。 

（変更理由） 

・前回調査において明確な使い分けがなく混在していたため統一を図った。 

 ・調査時点の推移に対応した区分に変更した。 
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８ 前住居 

（ア）どこに住んでいましたか，（イ）どんな住居に住んでいましたか，（ウ）その居住室全体の広さは何畳でしたか 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

・８（ア）は「市郡支庁」を「市郡等」に変更。 

・８（イ）「一戸建・長屋建」を「一戸建・長屋建（テラスハウスを含む）」に，「都市再生機構（旧公団）・公社などの賃貸住宅」を「都市再生機構（UR）・

公社などの賃貸住宅」にそれぞれ変更。 

・８（ウ）は「平方メートル」による回答も追加。 

（変更理由） 

・北海道の支庁が総合振興局・振興局に変更されたことを受け，名称を変更した。 

 ・より世帯が理解しやすい名称に変更した。 

 ・世帯の利便性を考慮し，「平方メートル」により記載することも可とした。 
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Ⅲ 現住居について 

９ 居住室 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「平方メートル」による回答も可能とする。 

（変更理由） 

  世帯の利便性を考慮し，「平方メートル」により記載することも可とした。 
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10 持ち家か 借家かなどの別 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「都市再生機構（旧公団）・公社などの賃貸住宅」を「都市再生機構（UR）・公社などの賃貸住宅」に，「借間」を「住宅に間借り」にそれぞれ変更する。 

 

（変更理由） 

  より世帯が理解しやすい名称に変更した。 
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13 建築の時期（完成の時期）  ※調査票乙：14 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「平成 20 年」，「19 年」，「18 年」，「17 年」，「16 年」及び「13～15 年」の区分を，「平成 25 年」，「24 年」，「23 年」，「22 年」，「21 年」，「18～20 年」及

び「13～17 年」に変更する。 

（変更理由） 

調査時点の推移に対応した区分に変更した。 
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14 台所の型  ※調査票乙：15 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 
 

 

 

 
 

（変更案） 

「台所 トイレ 浴室 洗面所」を「台所の型」に設問を変更し，「独立の台所」を「独立の台所（K）」に，「食事室兼用」を「食事室兼用（DK）」に，「食

事室・居間兼用」を「食事室・居間兼用（LDK・LK）」にそれぞれ変更する。 

（変更理由） 

世帯にとって一般的に定着している表記を補完的に併記した。 

 

（旧）13（イ）水洗トイレはありますか，（ウ）洋式トイレはありますか，（エ）浴室はありますか，（オ）洗面所はありますか 

※調査票乙：14 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

【削除】 

 

 
 

（変更案） 

・「13（イ）水洗トイレはありますか」の削除。 

・「13（ウ）洋式トイレはありますか」の削除。 

 ・「13（エ）浴室はありますか」の削除。 

 ・「13（オ）洗面所はありますか」の削除。 

（変更理由） 

  高普及率（９割程度）が継続しているため，記入者負担軽減の観点から削除した。 
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（旧）15 自動火災感知設備（住宅用火災警報器等）  ※調査票乙：16 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

【削除】 

 

 

 

（変更案） 

調査事項の削除。 

（変更理由） 

  総務省消防庁において全国規模で住宅用火災感知設備の設置率を調査していること，自動火災感知設備の設置が義務化されたことを受け，設問を削除

した。 

 

16 省エネルギー設備等  ※調査票乙：17 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 
 

（変更案） 

「（ア）太陽熱で水を温める温水機器等はありますか」を「（ア）太陽熱を利用した温水機器等はありますか」に，「（イ）集光板に太陽光を集めて電力

に換える発電機器はありますか」を「（イ）太陽光を利用した発電機器はありますか」にそれぞれ変更する。 

（変更理由） 

より世帯が理解しやすい名称に変更した。 
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17 住宅の建て替え 新築 購入などの別  ※調査票乙：18 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「都市再生機構（旧公団）・公社など」を「都市再生機構（UR）・公社など」に変更する。 

（変更理由） 

より世帯が理解しやすい名称に変更した。 
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18 平成 21年１月以降の住宅の増改築 改修工事等  ※調査票乙：19 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

（変更案） 

・「住宅の増改築 改修工事等」を「平成 21年１月以降の住宅の増改築 改修工事等」に設問を変更し，「（ア）平成 16年１月以降住宅の増改築や改修工事

等をしましたか」を「（ア）住宅の増改築や改修工事等をしましたか」に，「（イ）平成 16年１月以降高齢者等のための設備の工事をしましたか」を「（イ）

高齢者等のための設備の工事をしましたか」にそれぞれ変更する。 

・選択肢区分に「東日本大震災による被災箇所の改修工事をした」を新規に追加する。 

（変更理由） 

・調査時点の推移に対応した設問に変更するとともに「平成 21年１月以降」の部分を設問の冒頭に配置し，下位の設問から時点表記を削除した。 

・東日本大震災による被災箇所の改修工事の有無を把握し，震災の影響により改修工事を行った住宅数等を明らかにするため，区分を追加した。 
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19 平成 21年１月以降における住宅の耐震診断の有無  ※調査票乙：20 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「住宅の耐震診断の有無」を「平成 21 年１月以降における住宅の耐震診断の有無」に設問を変更し，「耐震診断をしたことがある」を「耐震診断をし

た」に，「耐震診断をしたことはない」を「耐震診断をしていない」にそれぞれ変更する。 

（変更理由） 

平成 20年調査においてストック数を把握したことから，平成 25年調査では平成 21年１月以降に限定した上での把握とした。 
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20 平成 21年１月以降における住宅の耐震改修工事の有無  ※調査票乙：21 

 平成 25年調査（案） 平成 20年調査 

 

 

 

 

 

 

（変更案） 

「住宅の耐震改修工事の有無」を「平成 21年１月以降における住宅の耐震改修工事の有無」に設問を変更する。 

（変更理由） 

平成 20年調査においてストック数を把握したことから，平成 25年調査では平成 21年１月以降に限定した上での把握とした。 


